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第1部　学際的な研究の可能性
阿部　この座談会は2部構成にしております。1つ

目が，学際的な研究の可能
性ということで，学問分野
（discipline） 間 の 対 話 を
目指しております。社会保
障に関して研究をする学会
というのは，経済学会，社
会学会，社会福祉学会，法

学会などなど，いろいろな学会があると思います。
しかし，社会保障だけをメインに論じている学会
は日本社会保障法学会以外にはないわけで， 社会
保障に関する研究をコンスタントに発表していく
という意味においては，本誌も，その役割の一環
を担っていると，私としては自負しております。
　また，よく言われることですが，各学会の中で
の議論では，学際的アプローチがどうしても欠け
てしまって，同じ視点で物を論じ，同じ視点で査
読もするといったようなことになりがちです。そ
ういうことを少しでも緩和して，学際的なアプ
ローチを追求できるところが，この国立社会保障・
人口問題研究所であるのかなと思います。
　その機関誌として『季刊社会保障研究』という
ものがあり，学際的アプローチというのは，第1
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巻の頃から目指してきたことです。しかし，「学
際的なものが必要ですね」と言うのは簡単なので
すが，それ以上のところからなかなか進まないの
が現実です。これからまた50年間『季刊社会保障
研究』を編集していく，また国立社会保障・人口
問題研究所で研究を行っていくに当たって，一体
どうすれば，真に学際的なアプローチとなるのか
という点をご議論いただければと思っています。
ですので，前半はより学際的なアプローチについ
て，後半はより具体的に，この機関誌がどうある
べきかという話をしていただければと思います。
　最初に，各先生よりペーパーを御執筆いただい
ておりますので，それに基づいてお話いただけれ
ばと思っています。それをもとに，後半の議論を
進めたいと思います。それでは栃本先生からよろ
しくお願いします。
栃本　私の方法論ですが，もともと私は社会学で，

学部では社会変動論を勉強
していました。そのあと，
社会学という学問からし
て，アカデミックな社会だ
けで一生過ごしていいの
か，ということを非常に疑
問に思い，関西の企業に勤
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めました。このことは，そのあと自分が研究する
上で，いろいろと自分を相対化する意味では非常
によかったと思います。
　そのあと大学院に戻り，社会変動論だけでいい
のかということから，イギリスの救貧法とドイツ
の同じ時期の相互の比較研究を行いました。つま
り，伝統的にイギリス救貧法の研究は我が国では
かなり実績がありますが，イギリスの救貧法に相
当する時期のプロイセン地域において，具体的に
何によって生活維持機能があったのかということ
が，なかなか日本ではよく分かっていないと。す
ぐ，ビスマルク社会保険という話になりますので，
ビスマルク社会保険の前の中世から資料を読むと
いうことでやっておりました。そうすることに
よって，イギリス社会との比較において今でいう
ドイツ社会の近代化，社会変動の中で，生活維持
機能がどう変わって，それと意識との関係はどの
ような変革が行われるかを分析していたのです。
　一般的には，社会思想や宗教，ヨーロッパ社会
の社会福祉や救貧行政などですと，プロテスタン
トの重要人物が提案し，そのあとカトリックとい
うことで，宗教や思想は重要ではあるのだけれど
も，それだけを取り上げますと，非常に浮つくと
いうか根っこがない形で論ずることになります。
制度そのものは実在としてありますので。イギリ
ス救貧法でいえば，1601年救貧法，1834年救貧法
があり，同じ救貧法という名前なわけです。その
ような中で，①制度というものに着目して，②両
者を社会変動の中で分析するということです。別
の言い方をすると社会学でいうところのイギリス
とヨーロッパという異なる社会の分析ですから①
比較社会学という手法と，もう一つは②社会変動
論で歴史を見る，そして，その際，社会学だと知
識社会学という領域，理念や思想というものを重
視しつつ，あくまで③歴史研究の手法であるテキ
スト・クリティークということを徹底して行って
いくということです。簡単に言えば，社会変動論
及び，比較社会学と制度研究，資料批判を行った
のが，出発点です。
　そのあと，大学院の博士後期課程のときに社会
保障研究所に入りました。研究所では，社会保障

について総合的に研究すると同時に，大学で行っ
ていた研究をそのまま続けるわけにはいかない
と。なぜならば，プロイセン近代化と社会行政の
研究をしても，社会保障研究所の研究員としての
仕事にはならないと。そこでイギリスやヨーロッ
パ社会の近代化，社会変動と社会思想との関係が
そもそも出発点としてありますので，研究所では
ヨーロッパの社会政策の分析を行うことを自分の
仕事にしようと考えました。ドイツやイギリスが
中心でしたが，それについてのいわゆる制度研究
を行ったわけです。制度研究というのは，単に法
律改正がなされたからそれを紹介するのも重要で
はあるのですがそれは初歩的なものです。その背
景やそもそも制度の改正というのは必ず前の部分
を引きずりますから，その部分を丁寧に分析しつ
つ新しい要素がどのように具体的に制度運用で変
わっていくかということを見るわけです。単に法
律が変わったので法律を調べるというのは出発点
です。前後関係が分からないと正確には分からな
いということがあります。それらを歴史研究の水
準で行いつつ，それとほかの国とを比較するとい
う作業です。
　もう1つは，大学の先生にありがちなのですが，
最初から，スウェーデンが好きとかイギリスが好
きとか，この領域だとこの国は外せないというこ
とと語学力の限界というか使える語学力から外国
研究を始める場合が多いですよね（ちなみに英語
が分かればほとんどの国について分かるというこ
とは全くありません。ヨーロッパの分析など現地
の言葉が分からなければ単なる宣伝を読むような
水準となります）。もともとその国が好きでなかっ
たら正直研究意欲や，知的関心は生まれません（命
じられて行う海外研究は別として）。ただし，海
外の研究をやる場合，日本を知らない研究者とい
うのが大学では多い。日本のことについて，法律
レベルと実際にそれが行われているレベル，現場
でどう受け止められて，どうやってサービスが行
われているかというレベル，制度の運用の実際や
実務など微細なことも含めて分かっていないと，
海外研究は案外，底の浅いものになってしまうと
いうことです。微に入り細に入る研究は，そのよ
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うな日本ではどうなのかということが相当分かっ
ていないと頃合いが分からないのです。また徹底
的に調べ抜くということが求められます。研究所
では，大学とちがって，スウェーデンだとこうなっ
ていますよという一方通行の発表では不十分なわ
けです。それが出来ていると役所は聞きに来る。
以前こういうことがありました。私が社会保障研
究所に入りたての時のことですが，先に述べたよ
うに現代の社会政策分析をするということで，の
ちに局長になられるかたで，かつ現在の財務かど
こかにも出向していた優秀な係長が来られたこと
があります。私はドイツの連邦憲法裁判所の年金
権に関する違憲判決を分析していました。連邦憲
法裁判所が示した幾つかのプランに基づいて5年
以内に違憲状態を解消することを連邦社会労働省
に求めるというものです。それについて尋ねにく
るわけです。そのときに，質問者の問題意識や実
務の観点から，また背景であるとか，政治向きの
話とか，それについて国民はどう思っているのか
とか，学者の見解はとか，的確に答えられなけれ
ばいけないということがあり，大分そういう意味
では鍛えられたと思います。
　ということで，私のアプローチの仕方は，比較
社会学と歴史研究のアプローチを用いて海外研究
をすることと，当然のことながら，私どもは日本
にいて，日本の社会をどうするかということです
から，子細な現状というものを単に霞ヶ関の話だ
けではなく，自治体や，社会福祉の現場の場合は
民間などで行われているわけですから，そういう
ものの実態，問題意識などを見る形で深める作業
をしてきたということです。
阿部　次に，尾形先生お願いします。
尾形　私のペーパーは1枚ものですが，最初にケ
インズの，恐らく経済学者の間ではわりと有名な
文章なのですが，ケインズの先生のアルフレッド・
マーシャルが亡くなったときに，その追悼論文を
Economic Journalに掲載したもので，優れた経済
学者が備えるべき資質あるいは要件を書いていま
す。読んでいただくと，実はこれはマーシャルを
語りつつ，ケインズ自身を語っている面があり，
少し割り引いて読む必要があるかもしれません。

ただ，やはり社会保障の研究者にも当てはまると
思われるようなところも多いのではないかと思
い，最初にこのような形で引用してあります。
　例えば，「経済学者は，ある程度まで数学者で
あり，歴史家であり，哲学者でなければならない。
彼は記号を理解し，そして言葉で語らなければな
らない」。「彼は未来の諸目的のために過去に照ら
して現在を研究しなければならない。人間の性質
や人間がつくった制度のどの部分であれ，完全に
彼の関心の外にあってはならない」。この辺りな
どは，正に社会保障を考えていくときに非常に重
要なポイントだろうと思います。
　あるいは，「明確な目的意識を持つと同時に，
時代の風潮には公平無私でなければならない。芸
術家の如く超然とし，清廉であるとともに，時に
は政治家の如く地上に近くあらねばならない」。
ケインズは，多分自分がそういう要件を満たして
いると言っているのだろうと思うのですが，これ
も非常に参考になる態度だと思います。
　ここには載せていないのですが，話の流れで私
自身の研究の方法ということで申し上げますと，
この10数年，医療機関の経営の視点から，医療政
策について研究してきました。そういう意味では，
当然経営学的なアプローチということになろうか
と思います。そういう中で，特に参考になったの
は，1つはやはりピーター・ドラッカーの非営利
組織のマネジメントの議論です。それから特に日
本の競争的な医療提供体制の下では，マイケル・
E・ポーターの競争戦略のいわゆるポジショニン
グ論が有効な議論だと考えております。こうした
理論的なフレームワークの下で，現実の医療機関
の経営問題についてある程度光を当てることがで
きたのではないかと思っています。
　あとの議論で，学際的アプローチの話になって
きますので，そのための1つの問題提起というこ
とで，このペーパーでは混合診療の話を出してお
ります。よく御存じのとおりですが，日本の医療
においては混合診療は原則禁止で，例外的に現在
は保険外併用療養費，かつての特定療養費という
形で認められています。これについては，いろい
ろな議論があり，特に政治的には大きな問題に
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なってきたというか，まだなっていると言ったほ
うがいいかもしれません。その際の議論というの
は，主として公平性をめぐる議論であったように
思います。簡単に言ってしまうと，混合診療を全
面解禁してしまうと，お金持ちは医療を受けられ
るのですが，お金を持っていない人は受けられな
くなるという議論です。こうした公平性の観点か
ら問題があるという議論が中心的であったと思い
ます。
　しかし，混合診療の問題を公平性だけで論ずる
のは，私は問題があると思っています。というの
は，公平性の観点からだけ考えていると，例えば
医療と介護を比べたときに，介護についてはそう
いう言葉はないのですが，介護は一応「混合介護」
が全面的に認められる形の制度設計になっていま
す。それに対して，医療は現物給付で混合診療は
原則禁止です。公平性の議論だけでこれを論ずる
と，医療は必ず公平でなければならない。それに
対して，介護は不公平があってもいいのだという
ことになりますが，それが本当に通用する議論か
というと，私はかなり疑わしいと思っています。
そのときに，例えば医療経済学が役に立つのでは
ないか。
　ここに書きましたように，これは情報の非対称
性の問題として捉えると，医療と介護はもちろん
程度の問題ですが，情報の非対称性に大きな相違
がある。つまり，医療のほうは非常に情報の非対
称性が大きいのに対し，介護は比較的小さいとい
う観点から，この問題を捉えることができるので
はないかと考えています。つまり，医療サービス
については，よく悪い冗談で出てきますが，手術
をしている最中に実はここから先，非常にいい治
療法があるのだけれどもやりますかと言われたと
する。そんなことを聞かれたら，患者の側は絶対
にやってくれと言うに決まっている。そういう情
報の非対称性が非常に大きいところで，ユーザー
の意思がそのまま反映されるのは，なかなか難し
い面があると思います。それに対して介護のほう
は，もちろん程度の問題なのですが，例えばホー
ムヘルパーの人が週3回来ているのを5回にするか
どうかというところは，ある程度判断できるだろ

う。このように，情報の非対称性の大きさの違い
で，このような制度的な区分が行われているとい
う見方ができるのではないかということです。こ
れは，医療経済学的な観点からの見方です。ただ，
実際に制度を設計することになると，今申し上げ
たように，いわゆる現物給付でいくのか療養費払
いにするのかという問題になってくる。そもそも
現物給付とは何なのか，あるいは療養費払いとは
何なのかといったようなことについて，この辺り
はもちろん菊池先生のほうのお話になるのかと思
いますが，やはり法制度論的な理解が欠かせない
と思います。そういう意味で，どういう問題を捉
えるにしても，一面的なアプローチだけでは到底
捉え切れないということではないかということ
で，混合診療の話をあえてここに出させていただ
きました。
　最後に，学際的という言葉について少し書いて
います。普通は，interdisciplinaryという言葉が
学際的というものに当たるのだろうと思うのです
が，ただこれでいいかというところは少し問題提
起したいところがあります。例えば，これに似た
言 葉 で す と，internationalが あ り ま す。
internationalというのは，結局個別のnation state
というか，国民国家が独立していることを前提に
して，その間の関係を考えるのがinternationalで
ある。同様に，interdisciplinaryも，各discipline
はやはり独立していて，その間の関係を何とかし
ようという含意があるのではないかと思います。
ただ，社会保障の問題を考えていくときには，そ
れだけですと間に落ちてしまうものがあるのでは
ないかという気がしています。そういう意味では，
こんな言葉はないのですが，‘transdisciplinary’と
いったものにしていく必要があるのではないかと
いうのが，私の問題提起です。そこにドラッカー
を 引 用 し て い ま す が， 企 業 に つ い て は
internationalやmultinationalからtransnationalに進
化していくのだとしたら，社会保障の研究も実は
interdisciplinaryではまだ不十分なのではないか，
というのが私の問題提起です。
阿部　次に，菊池先生お願いします。
菊池　私は法学の研究者で，法学の中でも細分化
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されていますが，社会保障
に関する法制度を主たる研
究対象とする社会保障法と
いう新しい分野を専攻して
おります。先ほど，栃本先
生から研究者としての歩み
のお話がありましたが，法

学研究者が研究者として修行していく上で，必要
なものは2つあると言われます。1つは，法解釈論
を磨く。もう1つは，外国法研究をやる。この2つ
は必須で，逆にこの2つをやってこなかった人は，
極論すると法学研究者とは言えないということに
なります。私は，大学院でアメリカの社会保障法
制を，1935年の社会保障法以来の社会保障制度史
を研究するということで，修士論文，博士論文と
勉強し，1980年代，90年代までの通史でまとめま
した。法学研究者は，文献等の二次資料ではなく，
議会の議事録や委員会の資料，いわゆる一次資料
をきちんと読みこなして立法過程をたどるという
のが正当な法学研究とされていますので，そう
いった形でやりました。
　先ほどの栃本先生の話にも関わりますが，それ
だけでは足りないのではないかと。要するに，表
面的な制度がこうなって，このように法律が改正
されたと。しかし，なぜこう変わったのかという
ことまで踏み込んで勉強しないと，本当にアメリ
カの法制度の変遷を理解したことにはならないの
ではないかという指摘を諸先生から頂きました。
それから必死に，ごく一面的ではありますが，思
想的な面，哲学的な面，特にリベラリズムの立場
から，アメリカ憲法上は日本のような社会保障を
根拠付ける明文規定がない中で社会保障制度が存
在していますが，なぜ存在できているのかという
規範的な基盤を探る意味で，勉強しました。結果
的には，当時は辛かったですが，今思えば，その
制度史研究に上乗せをしてというか，深掘りをし
てというか，そういった思想的，哲学的な勉強を
したことが，今日，研究者として続けられている
バックボーンになっているなと，しみじみと感じ
ております。ただ，先ほどの社会学の話のように，
更に文化的あるいは宗教的といった，社会を成り

立たせるあらゆる側面を見据えながらというわけ
には，残念ながら私はそこまでの視野の広さを持
ち合わせておりませんので，あくまで法制度と直
接関わる部分において，その周辺領域を勉強した
ということであります。
　法学の特徴は解釈論と比較法研究と申し上げま
したが，社会保障領域において法学の果たす役割
というのは余り大きくなかった，というのが正直
なところです。私も認識しておりましたし，多分
ほかの分野の先生方からもそのように思われてい
ると思います。それは事実である面があって，社
会保障というのは，国民の権利，自由を侵害する
場面よりは，公的な主体が一定の給付を行う場面。
規制ではなく給付に関わる領域ですので，自ずと
どういう法制度を採用するかは，立法府あるいは
行政府の広い裁量に委ねられることになるわけ
で，こういう制度であるべきだという規範的議論
はなかなか立てづらい面があります。裁判所も，
基本的には広い立法裁量，行政裁量に委ねている
ので，簡単に憲法違反などということは言えない
という判断を示しているわけです。せいぜい生活
保護関連で，健康で文化的な最低限度を下回るか
というような場面で，憲法違反か否かという議論
が出てくるぐらいだと思います。
　ただ，社会保障もこの国の法制度の一環であり
ますので，全く無条件で白地のキャンバスに自由
に絵を描くようなわけにはいかないわけで，憲法
をはじめとして，既存の法体系の枠の中でつくら
れていかなければいけないということではあるわ
けです。ただ，これ以上踏み込むと憲法違反にな
るとか，これ以上やるとほかの制度と整合性が取
れない，というような議論はわりとできるのです
が，積極的にこういう制度にすべきだという議論
は，やはりしづらい面が法学にはあろうかと思い
ます。そういう意味では，どちらかというと枠付
けといいますか，社会保障の在り方を周辺部から
支えるといったアプローチが主ではないかと思い
ます。
　その中でも，解釈論，典型的には裁判の場で法
律の条文の解釈をめぐって争われる，そこに使わ
れる法技術が法解釈技術ですが，それは決して裁
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判の場だけではなく，制度や政策を作る場面にお
いても生きてくる場面はあると思っています。例
えば，年金制度の設計をする際にも，一面では給
付行政と言いながら，拠出を求めなければいけな
いわけで，その場合に財産権との関係はどうなの
かといった議論は，必ず政策論の場でも議論され
るところです。そのほか，法学の強みといえば，
どういう中身の制度にすべきかということは，な
かなか決め手のある議論はしづらいですが，手続，
プロセスに関わって，採るべき手続を講じていな
かったとか，そういう手続に関しての適正さの面
については，比較的発言がしやすく，得意な分野
ではないかと思います。
　そうはいいましても，消極的で側面から支える
だけでいいのかは，課題として残るところで，よ
り積極的な政策論，規範的な議論がどこまででき
るのかは我々の課題ですし，その1つのツールと
して，最初に申し上げた比較法研究が1つの強み
です。先ほど栃本先生からありましたように，法
学研究者は日本の制度を細かく理解した上で，外
国法研究をやります。しかも，その一次資料を丹
念に駆使してやっていきます。地味ではあります
が，そういう地味な作業から日本の法制度の在り
方を考えるに当たっての示唆を提示できるのかな
と思っております。
阿部　それでは，小塩先生お願いします。
小塩　最後になりましたが，経済学から簡単にコ

メントいたします。ほかの
研究分野に比べると，経済
学からの社会保障へのアプ
ローチは，どちらかという
と後発組といいますか，少
し遅れてきたという印象が
ありますし，今でも全体か

ら見るとマイナーかもしれません。厚生労働省で
政策に携わっている人たちも，いわゆる経済職で
入ってこられる方は少なく，法律職の人が多いと
聞いています。厚生労働省の記者クラブに詰めて
いる記者さんも，政治部や社会部がメインで，経
済部は少ないそうです。ですから，経済学的な発
想でものを言うと，いろいろなところで軋轢があ

るということかもしれません。
　ただし，経済学に限っても，社会保障という研
究テーマは重要ではあるのですが，大学でしっか
りとした地位を確立しているわけではなく，社会
保障という名称で1年間授業科目を設定している
大学は，非常に少ないのではないかと思います。
医療経済学はあると思うのですが，社会保障はど
うもないようです。採用人事でも，社会保障で人
を採りたいということはあまりないと思います。
教科書を見ても，社会保障そのものの教科書は非
常に少なく，公共経済学や財政学，労働経済学，
場合によっては公共選択論の教科書が1章か2章で
社会保障に触れているのが普通で，社会保障を全
体として把握することはそれほど多くないと思い
ます。
　そうした中で，経済学の社会保障へのアプロー
チにどのような特徴があるか申し上げます。実は，
私は神戸大学で社会保障法の関根由紀先生と一緒
に，経済学と法学でジョイントの授業をする機会
があります。法学のアプローチと経済学のアプ
ローチを比較しながら授業を進めていくという経
験のなかで，経済学のアプローチの仕方について，
こういうところは法学などと違うなという印象を
幾つか受けましたので，それについてご紹介しま
す。
　1つは，経済学でも，社会保障の制度設計その
ものはもちろん重要なテーマなのですが，いろい
ろな制度に対して，人々がどのように行動を変え
るかということに，経済学は非常に関心をもって
いるということです。インセンティブ効果とか誘
因効果というものですね。例えば，公的年金は歳
を取って所得が稼げなくなるというリスクに備え
る仕組みです。それは否定しませんが，そういう
公的年金という仕組みがあるから，人々の就業行
動がどのように変化するのかということに，経済
学は大きな関心があり，そのテーマに関する実証
分析は山のように蓄積されています。生活保護に
おいても，生活保護基準と実際に稼得している所
得との差を埋めるのが補足性の原理ですが，それ
が人々の就業インセンティブを弱め，その結果，
貧困の罠に落ちるという話をするわけです。そう
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いうインセンティブを重視するのは，経済学の特
徴ではないかと思います。これには理論的な背景
があります。限られた制限の下で，人々がどれだ
け効用を高められるかという問題を解くという発
想が我々に常にありますから，社会保障もその枠
組みで考えることが普通です。
　2番目の特徴としては，これも経済学の物の考
え方の特徴なのですが，いろいろなことをできる
だけ同時に考えようという傾向があります。経済
学には，部分均衡分析と一般均衡分析があります。
特定の部分の均衡を考えるのか，いろいろなこと
を同時に考えて，その中で均衡を考えるのかとい
う違いです。もちろん，社会保障というテーマに
限定して議論することもできますが，社会保障給
付の規模は国内総生産の2割強に匹敵しているわ
けですから，経済に対して非常に大きな影響を及
ぼします。財政政策でも，社会保障にどれだけお
金を回すかが非常に重要なテーマになっていま
す。そのため，マクロ経済全体の中や財政との関
連で社会保障の問題を考えようという特徴が経済
学にはあります。そうすると，いろいろな批判が
出てきて，経済成長や財政を重視して社会福祉は
軽視するのかとよく批判されますが，問題設定の
特徴から，やはり財政や経済成長も同時に考えな
ければいけないという考え方をします。これが，
2つ目です。
　3番目なのですが，先ほど尾形先生から効率性
と公平性のお話がありましたが，経済学はほかの
研究領域に比べると，効率性を全面に押し出すと
いう特徴があるわけですが，決してそれだけで話
を終えるわけではなくて，世の中の人々は平等な
ほうが望ましいという公平性の観点も十分念頭に
置いています。そのうえで，効率性の観点と公平
性の観点のバランスをどのように付けるかという
問題意識で議論を進めることがよくあります。こ
のバランスの取り方は非常に難しく，経済学者に
はどちらかというと効率性を重視するバイアスが
かかりがちなのですが，それは人によって違いま
す。しかし，議論の整理をするための材料を提供
できるのは，経済学の強みではないかと思います。
以上が，アプローチの仕方における経済学の特徴

です。
　そのほかに，分析手法面の特徴としては，もち
ろん数式を使った精緻な理論モデルを構築してい
ろいろと議論することもあります。そのほかに，
最近急速に研究が蓄積されているのは，非常に詳
細な大規模データを用いた実証分析です。特に，
政策の効果を精緻に分析するために非常に力を入
れています。政策の効果とほかの効果を峻別して，
政策の効果を抽出するときに，いろいろな統計上
のテクニックが必要なのですが，それを使って分
析した論文が，『季刊社会保障研究』でも多くなっ
てきています。これは，結構重要なことです。最
近，エビデンスに基づいた政策（evidence-based 
policy）を設計する必要があるとよく言われます
が，経済学的な手法で分析した成果はそういうと
ころで非常に重要な役割を果たすのではないかと
思います。以上です。
阿部　お互いの御発言に対して，質問，コメント
等があればお願いします。
栃本　尾 形 先 生 が 最 後 の と こ ろ で，
interdisciplinaryということが前々から言われて
いたのだけれど，大学などで前から議論してます
が，disciplineなしのinterdisciplinaryはないです
よね。一方，transdisciplinaryなものへ進んでい
く 必 要 が あ る と い う お 話 で し た が，
transdisciplinaryというのは，翻訳的にはどうな
るのでしょうか。
尾形　こういう言葉はないのではないかと思いま

す。transnationalという言
葉はあると思いますが。私
はいろいろな学問の領域を
解消しろと言っているわけ
ではなくて，社会保障の問
題にアプローチするときに
interdisciplinaryと 言 っ て

いるだけでは，それぞれの観点からこういうアプ
ローチがあります，こういうアプローチがありま
すで終わってしまうのではないかと思うのです。
そういう意味からすると，少し大胆に言えば，相
互に領域を侵犯するぐらいのことをやらないと有
益な議論にはつながらないというぐらいのつもり
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で申し上げたのです。
栃本　おっしゃるとおりだと思います。これは私
事ですが，私が総合人間科学部長をしていた際，
ないしは総合人間科学部を作る際に，文科省が「総
合人間科学」というのはそもそもあるのかという
ことになりました。一般的には，interdisciplinary
みたいな形で並列してあとは個人の努力ですと，
分かりやすく言えばそうなるのです。今おっ
しゃった，お互いに侵食することによってもたら
されるある種の構造化されたものについて，こう
しなければいけないのではないかということで，
学部とかそういうレベルではありますが，私ども
は総合人間科学なので，心理学，教育学，社会学，
社会福祉学，そして看護も入って，それらの共通
したコアの部分についてはそれぞれ勉強させて，
違和感と同時に越境するようなものを学部教育か
ら感じさせてしまおうと。そのことが，逆に個々
のdiscipline，教育学なら教育学の深掘りになる
し，なおかつ，先ほどの3人の先生からお聞きし
てもそうですが，自分の領域では絶対なし得ない，
ないしは不得手なものを相手から学ぶと同時に，
その不得手な部分をどのように自分たちの学問の
中で克服するかといったreflectiveなことができる
のではないかと思ったのです。ただ，経済学にし
ろ，法学にしろ，学問としての王道というか，王
者としての学問があると思うのです。何が言いた
いかというと，社会学でさえ王者の学問と大分違
うのです。ノーマルサイエンスになり得ているか
どうかさえ，なかなか難しい部分があるのです。
個 々 のdisciplineが し っ か り し た 上 で，
interdisciplinaryやtransdisciplinaryを考えないと，
そういうことは感じます。
　もう1つ，それぞれの先生のお話を聞いて，実
際に私が社会保障研究所で仕事をしているとき
に，法律の先生方や経済学者の方々が書かれたも
のが一番参考になったのです。私は大学院のとき
は一橋系の社会政策学者であり，一橋の場合はド
イツの財政社会学の研究，国家学としての社会政
策というドイツ社会政策の研究が大昔盛んでし
た。ドイツのきちっとした社会学という観点がは
いっている社会政策は今も私にとって一つの柱と

なっています。
　社会政策学者として経済学のロジックを見る
と，逆に，社会政策学会は流行を追っているだけ
だと分かるときがある。一方，私の問題意識とし
て，本来であればヨーロッパのように社会政策の
軸と経済政策の軸がクロスしなければいけないの
にそれがそうなっていないというのが私の現在の
問題視座です。残りの人生は博士後期課程の学生
のまま研究所の研究員になっときの問題意識，そ
して一橋出身の小山路夫元社会保障研究所所長が
大学院時代書き残し，私がそれを小山先生から頂
戴したドイツ社会政策研究の草稿を加えながらド
イツ研究という，ヨーロッパ社会政策という不動
点から見た日本の社会政策の研究をしたいと思っ
ていますが，そのような私からすると社会政策と
経済政策の軸がクロスしていないというのが，私
にとっての解釈です。そして，日本の政策形成過
程はいびつというか，社会の軸が非常に弱い感じ
がするのです。それゆえに，むしろ経済学や経済
政策の先生方が自分にとって一番重要な学びと
なったと思います。
　また，法律の厳密さは極めて重要だと思いまし
た。法解釈による自分の頭の鍛え方です。日本の
社会学はある意味，知的アクロバットのようなと
ころで社会に受けている部分があり，それに対す
る反発が私にはあります。その意味で，地に足を
着けた着実な法解釈が極めて重要であり，法学者
から学ぶものが大きいと思いました。もう1つ，
法学者とするならば，比較法は座標軸を持つため
には絶対必要だということで，おっしゃるとおり，
海外の比較法というか，そのことをされている先
生方の研究は私にとっては具体的に非常に勉強に
なったし，それが1つの歴史研究のマテリアル・
資料のような形で勉強できました。私は，社会保
障研究所から厚生省に役人として出た経験があり
ます。研究所時代は，よく厚生省の若い人たちや，
審議会の部会長クラスの人たちも来て，非常にフ
リーな形でディスカッションしていたのです。そ
の上で4年間役人になって，法律改正や審議会な
どをする中で，正に解釈論，手続論の重要性が身
に染みましたし，自分が研究所に戻ってきたとき
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に，従来考えていたやり方でよかったのだなと思
いました。
　また，参議院の厚生労働委員会の調査室で，1
名だけ外部の立法スタッフを置かなければいけな
いことになっていて，私は1997年頃に，厚生労働
委員会の調査室のスタッフになったのです。厚生
省という行政府では4年間なので尾形さんのよう
に本当の役人ではないのですが，今度は参議院と
いうことで，立法府で違う角度で見られたという
ことで，これもある種のずれを意識すると。ずれ
感覚は重要で，他のdisciplineの人たちから学ぶ
とか，ここは違うのだなということで新しい知見
が生まれるということがあるので，これも先ほど
尾形先生がおっしゃったtransdisciplinaryの部分
に関係すると思います。単純にずれを解消するの
ではなくて，ずれをどういう形で構造化するかが，
transdisciplinaryの場合には枢要なことだと思い
ました。
尾形　今の栃本先生の御発言に多少触発されて申
し上げると，法制度というのは，出来上がったと
きは非常に頑健なもののように思われています
が，これは役所も悪いのです。これは正しい制度
で，いろいろな批判に対してちゃんと答えられる
ようなきちんとした制度です，という説明を当然
しなければいけないし，制度を守らなければいけ
ないということでそうなっていますが，実際には
栃本先生がおっしゃったように，政策を形成して
いくときは非常に流動的で，いろいろな可能性を
議論しています。その中では，生煮えではあるの
ですが，いろいろなアイディアが出ていて，びっ
くりするようなアイディアもたくさん出ていま
す。それを一つ一つ，どうして駄目かということ
で消していくのです。
　そのときに，先ほどtransdisciplinaryと言いま
したが，いろいろな観点から見ないと，例えば社
会学的でも法学的でも経済学的でも，一面的な観
点から見るだけでは十分ではないので，様々な観
点から検討して，どれにしていくのかという作業
をしていくわけです。ですから，役所的に言うと，
本当はその辺りでそういう知見が欲しいと常に感
じています。若手の役人と，せいぜい何人かの若

手の研究者との議論の中でやっていくわけです
が，そこが実は非常にダイナミックな政策を形成
する過程なのです。出来上がったものについては
非常にしっかりしたものと受け取られています
が，途中の段階は決してそんなことはないので，
いろいろな可能性があるということではないかと
思います。
小塩　社会保障という研究テーマは，他のテーマ
に比べると学際的，あるいはtransdisciplinaryな
アプローチが非常に重要だし，容易ではないかと
思うのです。どんなことができるかというと，い
ろいろな研究領域で共通して使っているのに，実
は誰もよく研究していない概念があります。例え
ばナショナルミニマムです。最低限度の生活とは
一体何なのかということですが，我々経済学者は
憲法学者，あるいは社会保障学者がきちんと定義
しているはずだと期待するのですが，実はそうで
はないようです。一方，法学者から見ると，最低
限度の生活というのは経済学的にがっちりと定義
できるのではないかと思われているかもしれませ
んが，そんな議論は経済学ではほとんどありませ
ん。最低限度の生活を守ることは，社会保障にとっ
て一番大事な政策目標なのですが，その概念がい
い加減だというのは非常に問題です。これをいろ
いろな分野の人が一緒に研究することは重要だと
思います。それが1つです。
　また，ほかの分野では重要なのだけれど，自分
の分野では扱わない，ナンセンスだと思われてい
る概念があります。その中には，結構重要なもの
もあると思うのです。幾つかの例を挙げると，1
つは社会連帯（social solidarity）という概念です。
これは，経済学の教科書には一切出てきません。
solidarityとは一体何か，そして，人々が社会連帯
を考えるということは経済学的にどういう意味を
持っているのかは，非常に重要なテーマだと思う
のです。経済学では，社会保険はリスクをプール
する仕組みだと説明しておしまいなのですが，こ
れまでの歴史的な沿革を見ると，単純にリスク
プーリングで社会保険を作ったのではないので
す。みんなで連帯しましょうという気持ちがその
背景にあったはずです。それをあえて経済学的に
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解釈したらどうなるか，これは非常に魅力的な
テーマだと思います。
　もう1つの例は，先ほど「効率」と「公平」と
いう議論ありましたが，「公正」という概念がそ
れです。つまり，justice，fairnessですが，これ
は経済学的に非常に料理がしにくい概念です。ど
ういうものがfairなのか，どういうものがjustice
なのか。ただ，公共選択の理論の中には，いわゆ
る手続的正義という概念があります。制度を作る
ときに，みんなが納得いく形で作られているのか
をちゃんとチェックしなければいけないという問
題意識でその研究が始まっていると聞いたことが
ありますが，多くの経済学者は今まで放ったらか
しにしていた。「これは我々のdisciplineの外にあ
るから使いません」ということなのですが，社会
保障というテーマを議論するときにはこれは結構
重要なのです。先ほど領空侵犯という言葉があり
ましたが，今まで扱わなかったテーマをあえて分
析してみることは，とても重要だと思います。
栃本　今あったような過去に遡って調べていく場
合に，戦後の日本社会保障論，例えば社会保険で，
商学部とかそういう人たちが保険論から社会保険
を論ずるということで，商学部的な議論が日本で
は中心だったのです。カトリック大辞典というの
がありますが，カトリック大辞典は非常に重要で，
何でも解釈するというか，理屈を神学上きちんと
定めなければいけない。私はもともと指導教授が
宗教社会学だったこともあったので，カトリック
大辞典のいくつかの項目を担当しました。日本で
は社会保険と言うと収支相等の法則うんぬんとい
う形になりますが，ヨーロッパの歴史を調べてい
くと極めて宗教的な意味合いが強く，理屈もカト
リック的にはきちんとあるのです。日本は非常に
実学的というか，そういう部分だけを取り扱って
いて，それ以外は理解できない。ヨーロッパの思
想史や歴史を知れば，宗教教理や回勅などを研究
すれば違ったものが立ち上がる。solidarityという
のはヨーロッパ社会の基層部分に根差しているも
のであって，パターナリズムもそうです。あまり
にも日本は薄っぺらい。そういうなぜ社会連帯と
いうことをいうのかイギリスと違ったヨーロッパ

社会の中世以降の歴史まで考えてほしいと思いま
す。それがないと教養のない法律改正となります。
　たとえば民生委員法の改正において，名誉職と
いう事が削除されましたが，これはエルバーフェ
ルト制度（それを日本では方面委員と訳した）の
規定集を読めばなぜ「名誉として」と書かれてい
るかが分かります。方面委員というのはドイツ語
のBezirkの直訳で，現在でも警察や自衛隊の世界
ではその言い方が残っていますね。「プロイセン
近代化と社会行政」1）に詳しく書いていますが，
当時のその制度に関する文書をドイツの花文字で
すがそれを読めば見事に書いてあります。地域ご
とに委員を定めたというものですが，そこでいわ
れている「名誉」として市民から選ばれ，同じ市
民のために今の言葉で言う支援をするということ
に任ぜられたことが，市民として名誉なことであ
り誇りなんです。市民が積極的に市政参事会に参
加する，市民による今でいう従来の福祉に対する
改革を目指したものがエルバーフェルトシステム
というものです。名誉会長や名誉所長，名誉教授
の実際には仕事をしない人というような，位を極
めたというような「名誉」ではありません。「無給」
という事を示すためでもありません。
　さらに最近の例で言いましょう。税と社会保障
の一体改革の時です。消費税を社会保障に使うと
いう場合，社会保障給付に使うということになる
わけですから，その場合社会保障の範囲が重要と
なる。その検討会というか勉強会があって，経済
学者や財政学者等著名で活躍されている方々がお
おくいらっしゃった。その時に，これは交付税で
行っているものだから社会保障給付費に入れなく
てよいといった議論がありました。一方，たとえ
ば生活保護については生活保護法で規定され，義
務的に出さなければいけないものだから当然に社
会保障の給付に入るといった議論になるのです。
これらは入って，交付税回しは入らないというこ
とを著名な学者がおっしゃる。これは歴史を知ら
ない話で，そもそも社会福祉の領域で交付税回し
になった経緯が分かっていない。
　また，イギリスでも従来のような社会福祉の給
付行政ではなく，いわゆるプロバイダーからイネ
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イブラーとしての自治体の役割や福祉の役割が重
要で，現金を渡したり，ヘルパーを派遣したりす
ることではなく，相談援助やＮＰＯなどが出来る
ように支援することが重要になります。ところが
これが社会保障給付費の中には入らない。給付だ
けではなくて，相談といったことは今後福祉では
結構重要なのです。この部分は社会保障給付費に
入らないのです。そういう問題がある。これは比
較から見た日本についての社会保障給付というも
のを考える視点を形成します。
　生活保護費というのは，義務的経費で絶対やら
なければいけないものなのです。しかし，戦後の
勧告では，ドイツでも同じですが，交付税・交付
金の議論をする際に，生活保護費は交付税回しに
するということだったのです。交付税回しだった
のですが，厚生省が抵抗して交付税回しではない
形にしたという歴史があるのです。そういう歴史
を知らないから，交付税回しになったら社会保障
給付の対象ではないというような議論となる。仮
に交付税回しとなっていたら生活保護は社会保障
給付とはならないのでしょうか。1人ぐらいそう
いうことをいう研究者がいないと，非常に軽い議
論というか，交付税回しだからというような表面
的な，非常にカテゴライズした，歴史的経緯を知
らない形での議論になってしまうので，きちんと
過去に遡って，丹念に調べ抜くことが必要だと思
いました。
菊池　社会連帯の話をされましたが，法学でもド
イツ法，フランス法をやっている人たちは社会連
帯，あるいは連帯の概念を掘り下げて検討する研
究がなされていますが，あくまで法制度の改廃，
立法過程を見ながらの社会連帯の議論なので，今
お話のあったようなもっと社会的なという話を伺
うと，大変面白いと思いました。
　社会連帯も含めて，小塩先生が提起された幾つ
かの大変魅力的なテーマについて，共同研究を学
際的にやるのは大変面白く，今後是非必要ではな
いかと思います。ただそのためには，他の分野の
研究者とコミュニケートできる能力が前提となる
でしょうけれども。
　もう1つは，研究者個人として何ができるかで

す。先ほどの栃本先生のお話で，厚生省に4年間
行かれて，それから厚生労働委員会の仕事をされ
たということで，行政府と立法府で仕事をされた
と伺いました。それは，おそらく我々が審議会に
ちょっと行って発言をしたり，資料をもらったり
するのとは全然違う。まさに組織の中でのダイナ
ミックな仕事ぶりを，その中に入って経験される
ということですね。それによって，さらに多角的
に自分自身の中でいろいろなものの見方，考え方
ができるようになるということかと思います。
　これは必ずしも学際研究というレベルの話では
ありませんが，そういう機会が研究者の側にあれ
ば，もっと地に足の着いた研究ができていくので
はないかと思います。是非，若手を役所なりに派
遣する，助手や助教とかを，福祉では専門官といっ
たものがありますが，そういう仕事に就かせて，
実務の現場で地道にやることによって，役所も人
手がなくて忙しいとは思いますが，将来的な学問
に対する1つの蓄積にはなるのではないかと思い
ます。
　本格的にやるかやらないかは別ですが，アメリ
カの法学者の多くはLaw and Economicsの素養を
持っていていると言ってよいのではないかと思い
ます。日本でも「法と経済」をやっている人はい
ますが，ごく一部で，対象領域も損害賠償といっ
た領域に限られるのではないでしょうか。このこ
とは，自分もそうですが，リベラル・アーツとい
うか，専門的な勉強をする前にある程度広い社会
科学一般についての勉強の素地がない，そういう
ものを身に付けていないということも関係がある
のかなと思います。日本のように，法学部に入っ
たら法学研究科，経済学部であれば経済学研究科
という路線があって，その中で，強く意識して大
学院に入ってから一生懸命他の学問領域を齧るの
かと。
栃本　それは尾形先生が冒頭で書かれていること
に関係があるのですが，経済学者にしろ，法律学
者にしろ，古典的な意味での研究者は人間とは何
かということを常々考えた人だと思うのです。知
の巨人と呼ばれる人たちは，経済学なら経済学だ
けではなく，それに収まらない部分を持ちつつも，
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禁欲的にかなり律している。広がりを持っている
人でないと，本来，学者ではないと思うのです。
　そういう意味では，おっしゃるようにリベラル・
アーツが土台にあって，初めて本人の能力が花開
く。同時に，そういう人であれば交流が楽という
か，それがない人の場合は完璧に自分の城壁を
作っているから難しいと思うのです。山田雄三先
生にしろ，西村周三先生にしろ，そのクラスにな
ると，経済学者と同時に違う部分，それ以上の広
がりを持たれています。それが重要だと思うし，
社会保障研究所の特色だったと思うのです。
　もう1つ，若手の人が行政に行くというのは，
審議会に月に1回出て，2時間話をするのではなく
て，その場で仕事をさせたほうがいいのではない
かと。先ほど尾形さんがおっしゃったように，か
つては，政策形成の過程で役人が若手の研究者と
喧々諤々議論し，あらゆる可能性を考えたもので
す。だけど，あるときに年金の議論で，その当時
の年金の施策について異論を言う研究者を排除し
た。その人が年金局に連絡して年金局出入り禁止
にしろと。何が言いたいかというと，そういう知
を閉ざすような形では貧しい政策論となる。逆に，
そういう人とどんどん議論していくのが社会保障
研究所の役割なのです。異論を言う奴は研究会に
も参加させないなんて，愚かしいと私は研究員と
して反抗しました。
　本来であれば，先ほど尾形さんがおっしゃった
ように，役所のキャリアは四六時中理屈ばかり考
えているところがあるのです。そして，情報の集
約など，研究者だったら1年から3年掛かるところ
を，一挙に行います。こうしたプロセスに関わっ
ていくことは，特に若い研究者にとって極めて意
味があります。それと同時に政策を練ったり議論
をしたりする際に，霞ヶ関の役人は考えてばかり
なので，インプットするデータや発想が多様でな
ければいけないし，違うものが入っていかないと
絶対に駄目ですね。同質集団では何も生まれない
し，異質なものを受け入れるだけの度量がないと，
学問的には駄目になります。そもそも役人は現状
分析とあるべき姿を常に考えて，影響などを考え
ながら施策を考えると思うのです。そのときに，

菊池先生がおっしゃるとおり，もう少し長い時間，
研究者と交流をできるようにしたほうがいい。是
非そういうことをやるといいと思います。社会保
障研究所にはそれを望みます。
菊池　先ほど小塩先生から効率性と公平性の話が
ありましたが，法学では効率性という概念はなか
なか出てこないですね。公平という概念も余り使
わないですね。
小塩　法の下での平等という概念がありますね。
そのときの平等というのは，例えば所得再分配と
か，そこまで考えているのですか。それとも法律
の適用に対しては全ての人が平等に扱われること
を意味するだけなのでしょうか。
菊池　所得再分配は憲法25条の生存権との関係で
議論される。あくまで基本的には権利の問題とし
て。公正という概念を使うこともあります。あと
は正義ですね。ただ，正義と言っても，手続的正
義については，コストと関係なく，わりと言いや
すいのです。もう1つは矯正的正義ですが，実体
的にどういう配分が正義にかなっているかという
議論はなかなか難しいですね。
小塩　産業医学，あるいは経営学の分野では組織
的正義という概念がありますね。つまり，上司が
部下をどこまで公平に扱っているかで，人々のメ
ンタルヘルスや仕事満足感がどこまで影響される
かという研究はよくあります。正義というのは，
経済学はあまり扱ってこなかったのですが，重要
な概念ではないかと思います。みんなが，制度に
納得して，この制度は大事だねと思って守るため
のバックグラウンドになるのも，正義だと思いま
す。
阿部　納得というのが重要なのですか。そこは社
会学とか政治学の問題かと。
栃本　納得するかどうかということで言うと，社
会学だとレジテマシー，正統性という概念をよく
使うわけですよね。正統性で政策の妥当性とかを
議論することは往々にあり得べしです。ドイツの
年金担当者が日本の年金改正について言ったこと
があります。年金制度というのは長期にわたる国
民との契約関係だから，財政がどうだとかによっ
て変えるということは，到底ドイツではできない
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と。日本では，比較的国民がそういうことをあま
り意識しないのか，冷めているのか，それは正に
国民の社会保障に対する信頼というか，国に対す
る信頼が非常に欠けている。正当性とか，そうい
う議論はもう少しあっても然るべきだと思いま
す。
阿部　ちょっと一言，問題提起として皆様の御意
見をお聞きしたいところがあります。『季刊社会
保障研究』を運営している立場からすると，論文
の政策的インプリケーションがちゃんと書いてあ
るかということをかなり重視します。しかし，や
はりそこはどのdisciplineからの論文も一番弱い
ところで，結局政策的インプリケーションは最後
のほうに書いてあって，このような問題をもっと
検討すべきであろうみたいなことで終わってしま
う政策提言がすごく多いのです。そこをもう少し
リッチなものにしていくためには，一体どのよう
な学問的な試みとか，個々の研究者が必要なのか
という点を，是非御教示いただきたいと思います。
栃本　非常に頃合が難しいのですが，政策提言を
あまり抽象度の高いものにしてしまうと使えない
ので，生煮えではないのですが，ある程度完璧加
工済みにしない形での出し方をすることによっ
て，行政の人とか研究者に考えてもらえるという
ことがあります。
　社会保障研究所には数か月海外研究できるとい
う素晴らしい制度があったので，ドイツで介護保
険の議論をし始めた頃，私はドイツの老人ホーム
に1か月住んでいたのです。そのときは，社会福
祉のほうへ行くとは思わなかったのだけれども，
老人ホームに実際に社会学者として住んでみよう
と思って住んでみた。そのなかで施設長から，「実
は今，介護保険について，公私福祉連盟で議論し
ている」といったお話しを伺いました。ドイツに
行く前に，社会扶助法，ドイツの生活保護みたい
なもののコンメンタールを読んでいたら，介護給
付金みたいなものがあって，それについて保険化
の議論が書いてありました。そういうのからなる
ほどと思って，その後も各団体，州政府，行政官，
政党の人たちなどと親しくなって，話を聞くとい
うことを行っていました。それでドイツにおける

介護保険の議論をまとめて，厚生省の方に渡して
議論に供してもらうという形にしたのです。
　その際，「ドイツの介護保険はこうこうこうい
う構想があるから，日本でこのようにしなければ
いけない」と書いてしまうと駄目なのです。そう
いう方が，私が最初に行ったんだということにな
るのでしょうが（笑），心得として，影の存在で
よいと。むしろ資料というか分析を供するみたい
な，レポートというか。ただ，そのレポートとい
うのはかなり徹底しなければいけないから，ドイ
ツでも，実は連邦介護法というのを考えていて，
ドイツの生活保護制度は連邦支出はゼロだと。連
邦に金を出させようというのが連邦介護法の提案
であるとか，民間保険の強制化であるとか，日本
でも議論がなかったわけではないのだけれども，
年金式の介護保険法とか，医療保険との関係での
介護保険法とか，いろいろなことを考えるのです
（これについては『総合社会保障』という雑誌に
書くことを荻島さんに指示されて1985年6月に「西
ドイツにおける福祉サービスと介護保険の諸問
題」を書いています）。老人介護政策に関するド
イツでの議論，各党や各州，各団体の議論も分析
して，それを基に日本もこれを作らなければいけ
ないとまで書いてしまうと駄目だと思って，むし
ろ，子細なレポートを提供するということは，提
言まで行かないのだけれども，参考になると私は
思った。自己抑制的でないといけないのです。そ
ういう意味では，提言という場合，いろいろある
のですが，ある部分でストップしておくというこ
とも必要だと思う。経済学とか法律学の領域であ
れば，分析の方法論とかが明確ですから，これは
効果がないということをちゃんと言えると思うの
ですが，制度論的なことで言うと，ある部分途中
段階というか，「選択肢はこういうのがありまし
た」とか，「これはこうこうこうだ」というとこ
ろでとどめていたというのがありますね。
阿部　でも十分に役に立ったということですね。
栃本　はい。
阿部　尾形先生は政策の過程も御存じですが，ど
うですか。
尾形　後でまた『季刊社会保障研究』の話をされ
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ると思うので，そちらでまた議論したいと思いま
すが，阿部部長の御質問に対する答えとして申し
上げておくと，先ほどおっしゃったように，学会
では，どうしても学会の流行を追ってしまうとい
うところがあって，それは政策的な要請との
ギャップが生ずる可能性が高いのだろうと思うの
です。せっかく『季刊社会保障研究』を4号出し
ているのだとしたら，私は4号とも同じような編
集方針にする必要はないのではないか，もっと多
様性を持たせてもいいのではないかと思います。
　例えば1つの試みとして，本当に具体的な政策
提言が欲しいのであれば，ある号については具体
的な問題提起をして，問題解決型の論文を募集す
るということをやってもいいのではないでしょう
か。例えば，こういう課題について必ず触れてく
ださいと条件を付ける。4号全部でする必要は全
然ないと思うのですが，ある問題が非常に重要で，
本当に何か提言が欲しいというのであれば，そう
いう募集を掛けるのも一法です。その辺は編集方
針で対応できる部分だという気がします。
阿部　小塩先生，菊池先生は，この点について何
かありますか。
小塩　政策提言をしっかりとした論文を書かなけ
ればいけないというのは，私自身の課題でもある
のですが，注目される論文というのは，政策提言
を明示的に書かなくても，こういう政策が必要な
のか，こういう政策はちょっとまずいな，という
ことが自然に分かる論文ですよね。我々はそうい
う論文を書かなければいけないと思うのです。
　『季刊社会保障研究』にもそういう論文を載せ
るべきだと思いますが，どうしたらいいか。まず，
「政策提言のある論文を期待します」と投稿要領
に書いてもいいと思います。それから，ほかの
ジャーナルでもそうですが，政策的含意がきちん
とあるかどうかを審査基準に置く。もう1つは，
論文が受理されて，掲載が決まった段階で，著者
に1パラグラフほどで「この論文には，このよう
な政策的な意味があります」と宣伝をしてもらう
ことも可能かと思います。
　同じような問題は，実は私が少し勉強している
教育経済学でも言われることですが，「経済学者

は難しい計量分析をして結果を出すが，教育委員
会とか学校レベルでは，皆さんの行った研究成果
を実際の政策にどう反映させたらいいのか分から
ない」という批判があります。そこはやはり工夫
しなければいけません。せっかくデータを苦労し
て集めて実証分析をしても，それがどのように政
策に反映されるかを意識しないと研究としては不
十分でしょう。『季刊社会保障研究』に載せる論
文の場合も，できるだけ政策提言を盛り込むこと
を支援する仕掛けが必要ではないかと強く思いま
す。
菊池　『季刊社会保障研究』のためにという議論
ではないのですが，また法学関係の論文はそんな
に多くないですし，全ての論文を読んでいるわけ
ではないのですけれども，研究者個人の能力とい
う問題はさしあたり措くとして，3つぐらい感じ
たことがあります。
　1つは，ある程度キャリアを重ねてからどこか
の分野に特化していくというのは必要でしょう
が，印象としてはかなり若いうちから専門分野，
狭い分野に特化していって，タコツボ的になって
いる面がありはしないか。全体を見ながら，その
中で自分が何をやっているのか，自分がやってい
ることはどういう重要性を持っているのか，その
判断ができているのかなというのが1つです。社
会保障と言っても広いわけですから，もう少し幅
広く捉えて勉強する必要があるのではないか。そ
こがきちんとできているのかというのは懸念され
るところです。
　2つ目は小塩先生から最後のほうにお話があり
ましたが，自分のやったことが現場，実社会にお
いてどう反映され得るのか，自分がやっている研
究の意味をきちんと踏まえて研究しているのかと
いうことです。どんなに純理論的な学問であって
も，社会保障に関わる分野というのは，社会や実
態や現場と全く無関係にやるのは余り考えられな
い。そこがインパクトの強さというところに，
ひょっとして関わっているかもしれません。
　3つ目はきわめて印象論ですが，流行が時々に
よって変わるという話を伺っていると，本当にそ
の分野に愛着を感じて，自分はこれがやりたいと
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愛情を持って取り組んでいるのだろうか。
阿部　研究者の姿勢として。
菊池　そうです。それも単なる1つの業績を重ね
るための手段みたいな。ひょっとしてそういうの
はありはしないかと。ここはただ，実証的にもの
を言っているわけではないので，飽くまで印象論
ですけれども，そんなことをちょっと感じました。
阿部　皆さんのおっしゃっていることを聞いてい
ると，本当に大学教育から社会保障研究者を育て
直さなければいけないという印象を持ってきま
す。
栃本　大学教育ということで言うと，社会保障研
究者だけでなく，大学教育そのものに課題がある
と思います。先ほどのリベラル・アーツもそうだ
し，いわゆる教養力とか自分で考える力がないと，
業績と言っても自分のための業績にしかならな
い。学術的な貢献になり得るものか，社会的な貢
献になり得るものか，という2つの部分が，私な
どは一番大切だと思います。若い研究者の中には
自分の業績を作るだけの意識になってしまってい
て，最初の出発点がそもそもないみたいな形の研
究者がいないわけではないと思います。
　もう1つは社会保障研究所のスタッフからする
と，常に呪縛というとあれですが，政策に資する
ことをしなければいけないみたいな呪文という
か，そういうのがすごくあると思うのです。しか
し，自律した研究者としてこの相克は自分を鍛え
ますから，漠然と大学で研究と教育をしているよ
りもはるかに緊張感のなかで研究できるし，内容
も吟味したものになり，学会誌や学会発表レベル
とは違ったものが求められる。例えば私が30年前，
ドイツの介護保険についての最初の出発点の頃，
その後ドイツの介護保険などについても議論をし
ている人が私に対して何と言ったかというと，栃
本さんの趣味だとか，ドイツで介護保険なんかで
きるはずがないじゃないかと言った人ばかりでし
た。余計なことですが，それがさっさっさと論文
を書いて第一人者みたいになると驚いちゃいます
ね。本当の研究というのはそうではないのですよ。
別に流行で研究なんかしませんよ。民間の研究所
でも，先行投資というか，現在はものになるか分

からないが目利きと確信で投資しますよね。それ
が研究所では重要です。みんながやるからやると
いうような研究ではイノベーション・革新にはな
りませんし，オリジンを持てません。後追いで，
最近これが重要だからなどとやっているのは端か
ら問題にならないのです。そういう意味では，根
本のアルキメディアン・ポイントという碇をどこ
まで下げるかということがあるのだけど，その碇・
アルキメディアン・ポイントが浅いと流されてし
まって，全然駄目なのが実は政策研究なのです。
正に流行を追ってみたりする。アルキメディアン・
ポイントが海中の一番底まで行っている人は，上
の流れに流されません。それこそが本当の意味で
政策に資するというか，結果的に政策に資するの
で，このテーマがあるからやってくれというのは，
必ずしも政策に資するということではないと思う
し，そのレベルの研究は，役人からすれば，政策
に資するとは全然思えないということだと思いま
す。

第2部　『季刊社会保障研究』に求められる役割
　と今後の方向性

阿部　『季刊社会保障研究』の編集方針の話を始
めさせていただきたいと思います。『季刊社会保
障研究』を50年やってきたわけですが，このまま
延長していくべきなのか，これから違う方向性や
何か新しいことをやっていくべきなのかといっ
た，すごく大きな話もあります。編集的，実務的
なことについて，先ほども幾つかいいアイディア
をいただきましたけれども，そういう話も含めて
議論を膨らませていきたいと思います。
　私が今，担当部長として悩んでいることの1つ
は，例えば学際的なことをやると言っても，年金
制度について法学者を1人入れて，経済学者を1人
入れて，社会学者を1人入れてやる。そういうや
り方でやるのがせいぜいで，実際そこまでもいか
ず，次は法学特集，次は社会学特集みたいなアプ
ローチになりがちです。
　もう1つは，小塩先生も少し触れられています
が，方法論なのです。手法が各学問によってカチッ
と決まっているので，それを学際的に書く論文と
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いうのは非常に難しくなる。例えば論文を査読者
に出した場合，私たちはなるべく違う分野の査読
者を選ぶようにしています。そうすると，判定が
CとAというふうに全く分かれてしまうのです。1
つの分野の先生がAと付けるのであれば，それは
それなりにいい論文だと思うのです。でも他の分
野の先生からいってそれは許せないといったこと
もあるのです。こういう問題を，一体どうやって
解決していけばいいのか。そういう話も含めてフ
リートークさせていただきたいと思います。
小塩　確かに，社会保障は学際的な研究テーマで
す。『季刊社会保障研究』が学際的な研究を進め
る役割を果たしていないのではないかというのが
阿部さんの問題意識ですが，私はそれほど悲観的
に考えなくていいのではないかと思います。経済
学の人間に，法律の論文を書けと言っても，そん
なの無理な話です。むしろ，ここでは，『季刊社
会保障研究』の読者を想定していただきたい。図
書館にこの雑誌のいろいろな号が並んでいます
ね。この号は経済学の人が書いているけれども，
次の号は社会学の人，次は法学の人だと。他の領
域の情報が簡単に手に入るわけです。こんな
ジャーナルは，ほかにはありません。例えば経済
学のジャーナルに，法学者が論文を書いている。
そんなことはあり得ない話です。ですから，『季
刊社会保障研究』にいろいろな分野から書き手が
参加しているというのは，もっと積極的に評価し
ていいと思います。編集は大変ですが，読んでい
るほうから見れば非常に有り難いです。同じよう
なフォーマットで毎回出て，いろいろな分野の人
が議論しているということ自体，学際的な研究と
して位置付けていいと思います。
阿部　ありがとうございます。
菊池　私は，『海外社会保障情報』の時代から編
集委員を仰せ付かり，その後，『季刊社会保障研究』
に移って御役御免となりましたけれども，企画を
年4回立てなければいけませんから，なかなか余
裕を持って長期的に新しいテーマに取り組むこと
が難しい状況だなというのを，ひしひしと感じて
いました。特集にするに当たっての議論の蓄積と
いうか，先ほど阿部さんがおっしゃった，法律か

ら1本，経済から1本みたいなことでなく，事前の
すり合わせみたいなことがなされているのかどう
かというあたりです。もうちょっと編集委員の先
生方をうまく使って，要するにそれぞれ企画を立
てられる能力のある先生方ばかりなので，そこで
2年先とかを見据えて，社会保障の動きは早いで
すけれども，あまり短期的な動きに振り回されて
も，先ほどの話ではないですが，それが良いテー
マかどうかというのもありますので。短期的に回
していくものと，先を見越して編集委員の先生に
お願いしてというのと区別してはいかがでしょう
か。全部同じように毎回毎回やっていくと厳しい
なという印象は受けていました。
阿部　尾形先生は，編集側としてもご尽力いただ
きましたが。
尾形　そうですね，御質問に対する直接の答えと
いうことではないのですが，そもそも『季刊社会
保障研究』の基本的な位置付けをどう考えるのか
という，少し大上段の議論から考えると，これは
私の個人的な意見ですけれども，『季刊社会保障
研究』というのは純然たる学会誌，ジャーナルで
はないのだと思います。各学問分野の最先端の論
文というのは，それぞれの発表の場が内外にある
はずなので，そういう意味では，いわゆる学会の
ジャーナルではないというふうに思います。
　では，どういうふうに位置付けるのかというこ
とですが，こういう整理ができないかと思ってい
ます。もう亡くなりましたが，政治学者の丸山眞
男が「顕教と密教」という有名な議論をしていて，
その枠組みで考えると，私は『季刊社会保障研究』
の位置付けというのは顕教と密教を繋ぐレベルな
のではないかと思っています。どういうことかと
言うと，顕教密教論というのは最近あまり流行ら
ないから御存じないかもしれませんが，戦前の明
治憲法の下での天皇制をどういうふうに考えるか
といったときに，少なくとも学界あるいは官界の
レベルでは，天皇機関説というのは常識であった。
そういう捉え方が当たり前のことでオーソドック
スな理解です。ただし，それは密教だった。つま
り一般の国民にはほとんど知らされていない。ご
く限られたエリート集団の中だけで共有されてい
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た概念です。一般の国民にとって天皇というのは
現人神で御真影を拝んだりといった存在だった。
それがいわゆる顕教，表に現れた教えということ
です。顕教と密教はものすごくギャップがあって，
結局，顕教が密教を打倒してしまった。つまり天
皇機関説事件というのがありましたね。それは密
教が顕教から復讐されたというか，そういうふう
に理解できるというのが丸山さんの有名な論文の
テーマです。
　社会保障でも顕教と密教があるのではないか
と，最近，私は思うようになってきています。私
の関わっている医療政策の分野で言うと，1つの
例として申し上げますけれども，例えば平均在院
日数を短くして医療費をコントロールする，医療
費を適正化あるいは抑制するということが言われ
てきて，これは顕教だと私は思います。厚生労働
省はずっとそう言ってきたし，少なくとも今，都
道府県や国が医療費適正化計画というのを作って
いますが，そこでは在院日数を短くすることが非
常に重要なターゲットにされています。そういう
意味でこれは顕教なのですが，専門家の間での密
教では，平均在院日数を短くすると，医療費は増
えるというのがむしろ常識です。
　それは，ある意味で当たり前で，これは多分，
経済学で言う他の条件を一定とするというのを
誤って使ってしまっている例ですが，在院日数を
短くしてほかを一定にしておくということはでき
ないのです。在院日数を短くするということは，
1日当たりの単価が上がるという話なのです。例
えば簡単な例で言うと，世界で最も在院日数の短
い国の1つはアメリカですが，アメリカは世界で
最も医療費を使っている。それに対して，日本は
先進国で最も在院日数が長い国ですが，少なくと
も今まではそんなに医療費は高くなかった。です
から，この議論で在院日数が長いと医療費が高い
というのは顕教としてはそうですが，実は密教で
はそうは思われていない。そこは大きなギャップ
があると思います。最近，ようやくそのギャップ
が2025年モデルという形で出てきて，在院日数を
短くするけれども，全体としてはお金が増えるの
だということを初めて出した。その辺は，そう言っ

たら失礼ですが，これまでは国民を欺いた話をし
ていたといえる。
　顕教と密教に非常に大きなギャップがあって，
密教のレベルの話というのは，恐らくそれぞれの
分野の専門誌などでは出ている話なのだと思いま
すが，それは多分伝わっていない。『季刊社会保
障研究』のレベルというのは，その辺を睨んでい
くのではないか。最先端の論文というのはそれぞ
れの分野の専門誌に載っているはずなので，それ
を見ればいいだろうということです。しかし，そ
のギャップというのは結構長く続く。特に医療の
分野だとそういうことが非常に多いように思いま
す。
栃本　本当によく分かるのです。なぜかと言うと，
私は日経新聞の夕刊に何人かで13か月連載したの
ですが，その名称は「福祉ざっくばらん」と言う
のです。なぜ「福祉ざっくばらん」かと言うと，
実は福祉の領域でも世間で言われていることや，
世間向けの説明，一般的理解は，役所的には全然
違うことが多いのです。ジャーナリストや審議会
委員の先生方の説明というのは，対外的にはいか
にも分かりいいというか，ないしは分かりにくい
説明をしているけれども，そんなの役所の中の人
はこれっぽっちも本当は考えていない。中にはそ
れを本当に信じ込んでしまって，本当にそうなっ
てしまったみたいなことになるのですが，もとも
と考えている人は全然そうではない。そのギャッ
プというか，それが顕教と密教の部分だと思うの
です。先ほど菊池先生が，若手の研究者は少し行っ
たり来たりしたほうがいいというのは，ある意味
で顕教と密教の両方に通じることになるわけで
す。
　そういう意味で，『季刊社会保障研究』がそう
いうことをするのはとても重要ですが，問題は，
編集幹事が顕教しか知らないというか，顕教を軸
にして分析しているから役に立たないのではない
かと言われるわけです。役に立たないのではない
かというのは全く敏感に反応する必要は本当はな
い。その上でなのですが，厚労省に近く，密教に
ついてのところが少しでも分かっていたら編集方
針が全然違うわけです。
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阿部　私たちには，密教は明らかにされていない
ですよね。そこは遠いです。たかが数百メートル
でも。
栃本　そこら辺は，研究者として肉迫すればいい。
尾形　それは多分2つあって，密教というのは正
に役人の中だけでしか共有されていない部分もあ
るかもしれないけれども，そうでない部分も結構
あります。例えば，先端的な論文などで明らかに
なっていることが，伝わっていないということも
たくさんあります。医療の分野で言うと，相変わ
らず高齢化が医療費増加の主因だといった議論が
されている。これは20年ぐらい前にニューハウス
の論文などで，一番の要因は技術進歩だというの
が明らかにされているはずなのですが，相変わら
ず日本では高齢化が最大の要因という議論がされ
ているわけです。それは別に役所が隠していると
いう話ではないと思います。
阿部　なるほど。小塩先生，どうぞ。
小塩　先ほど，『季刊社会保障研究』が，いろい
ろな分野の研究者が執筆する，非常に珍しい雑誌
であると申し上げましたが，その特徴をもっと利
用することはできないかなと思います。1つは，
ちょっと安直かもしれませんが，このように分野
の違う研究者が集まって1つのテーマで座談会を
行う。論文を読むよりも座談会を読むほうが楽で
すから，ほかの分野の状況を知るには手っ取り早
い方法だろうと思います。
　もう1つ，もうちょっとがっちりした仕組みと
しては，特集論文は2本か3本に絞って，もちろん
経済学者には経済学のアプローチで書いてくださ
いと言えばいいのですが，そのコメント的な論文
を1ページぐらいで違う分野の先生に書いていた
だく。もし紙面に余裕があったらそのリジョイン
ダー，リプライを執筆者に書いていただく。そう
いうことなら可能ではないかと思います。経済学
者に社会学の論文を書けというのは無理ですけれ
ども，経済学者でも社会学の論文は頑張ったら読
めます。ですから，「読んだけれども，経済学で
はここは理解できない」とか，「ここは反論したい」
という気持ちは少なからず皆さん持っていると思
う。それを書いてもらったらいいと思います。そ

んなに大きな論文を書かなくてもいい。ちょっと
したコメントを書いていただく。また，それに執
筆者が答える。異文化交流とかinterdisciplinary
とまでは言えないかもしれないけれど，非常に
手っ取り早い形で今の枠組みをもっと利用するこ
とができます。
阿部　4本に1本ぐらい，そういうふうになってい
いかもしれませんね。
小塩　そういう仕組みは考えていいのではないか
と思います。
尾形　私は全くそれに賛成です。経済学者の間で
は，少人数のカンファレンス形式の会合がよく開
かれますが，それと組み合わせるという手がある
のではないかと思います。一定のテーマを決めて，
論文発表してコメントし，また反論するというの
も含めてカンファレンスの形式でやって，それに
座談会を加えてもいいと思います。かつては経済
学者だけの社会保障カンファレンスというのを
やったのですが，これをinterdisciplinaryという
か，いろいろな分野の人に入ってもらってやる。
それは是非提案したいと思います。
栃本　私からの提案は，いま依頼して「半年後に
書いてください」という形とは別に，定期寄稿者
に自由に書いてもらう。1年に1回でもいいのです
が，その人が常に自分で考えて自分本来のテーマ
で，なおかつ熟成されたものを書いてもらう。定
期寄稿者で知の巨人だったら，気になることを四
六時中考えていて，それに基づいて自分でやって
みたりするわけです。自由に勝手なことを書くと
いう意味でなく，要するに普段考えていることで
出来上がったものがあると，だいぶ違うというの
が1つです。
　もう1つは，こういうアカデミズムの部分で幾
つか研究があった場合に，解決策は異なったとし
ても認識はほとんど同じみたいなことは結構あり
ますね。表面的に見ると，この人は厚労省に反対
する人だけれども，認識はほとんど同じみたいな
ことがある。そういうことがあるので，異説，異
論の人たちもきちっと載せないといけないと思い
ます。その上で，論文を書いた人に会わせて座談
会をする。そうすると，「この論文のインプリケー
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ションはこうだ」とか，「あなたはこう言ってい
るけれどもこの部分は共通だ」とか，そういう解
題みたいなものになる。論文が完成品として単に
載っているというだけでなく。
阿部　先ほどの小塩先生のおっしゃったことです
ね。
栃本　そうそう，そういう形になる。もう1つは，
例えば政策のフロンティアみたいなものというの
は，編集幹事とかその人たちのアンテナと力量が
明確に出る。それがないと本当は社会政策の研究
者は務まらないと思う。それは別に政策に資する
研究ばかりやるという意味でなく，その上で基礎
研究をするということで言うと，こういう研究所
の研究員は大学の先生よりも遥かに大変なので
す。その自覚を持ってやっていただくと同時に，
そういう観点からすれば政策のフロンティアみた
いな1年先の部分をやってもらう。
　もう1つ重要なのは，料理屋でメニューはある
けれども雪が降ったからこの野菜はないとかあり
ますね。社会保障の領域だとメニューがきちっと
あって，特集のテーマや政策フロンティアとは別
に，定番だけど現在は欠になっていますみたいな
ね。そういう項目も，先ほどの定期寄稿者とは違
う意味ですが，あったほうがいいと思う。
阿部　菊池先生，お願いします。
菊池　論文本体ではないですけれども，「研究の
窓」というのがありますね。去年，私も頼まれて，
特集の枕みたいな話で簡単に書きましたけれど
も，そういうのが必要かどうか。そうではなくて，
例えば4ページぐらいで，それこそ巨人ではない
ですが，大御所の先生方に学問的な方法論の話を
書いていただくと結構みんな読むのではないか。
特集の趣旨みたいなものは誰も読まないだろうな
と思いながら書いていました。
阿部　そうですね。
栃本　あと，最近は国の役人はどのくらい書いて
いるのですか。
阿部　ほとんど書いていないです。お願いしてい
ないですね。
栃本　なぜですか。
阿部　それは『季刊社会保障研究』が非常に経済

学に偏ってきて，データを使うような論文がいい
という風潮になってきてしまったからだと思いま
す。ですから，なかなかそれ以外のdisciplineの
方にお願いするのは，社会学や法学の特集でもな
い限りというのが出てきていると思います。
栃本　それは残念だと思います。社会保障研究所
という，いろいろな血が合わさって異化作用とい
うか，あと先ほどのtransdisciplinaryのような部
門をやろうとしたら，経済学のすごい研究者から
見たら「これは」とか，あと領域が違うからこの
意味があるのかなと思うかもしれないけれども，
行政官に書いてもらうというのはとても大切で
す。
菊池　学術的な知識を持っていない人に書いても
らうというのは，学術雑誌としてはいかがなもの
かと，そういう意識はありませんか。
阿部　そうですね。それでも非常に面白いことを
書いてくだされば，それなりに意義はあると思い
ます。海外に出られた1等書記官の方に海外の情
報を書いてもらうことはありますが，日本の制度
のことについて日本にいる方に書いてもらうこと
は，今はまずないですね。非常に少ないです。
小塩　例えば，財務省だったら『フィナンシャル・
レビュー』があり，内閣府には『経済分析』があ
る。『フィナンシャル・レビュー』は査読雑誌で
はないですが，財務省の広報誌ではない。ちゃん
と学術的価値のある論文を載せているのですが，
厚労省はそういう雑誌を持っているのですか。
菊池　『週刊社会保障』とか『社会保険旬報』と
か，しかも何とか研究会という名前を付けて匿名
で書くのです。
尾形　多分，『季刊社会保障研究』は読まれてい
ないと思っている。だから『週刊社会保障』とか
『社会保険旬報』のほうに書く。もちろん向こう
のほうが書きやすいということはあるのですが，
それだけでなく，広く読ませたいという意識もあ
るのではないかと思います。少なくとも役人とか
政策決定に関わるような人は，『季刊社会保障研
究』に書いても多分読まない。
阿部　読みたいと思われるような雑誌にしなけれ
ばいけないのですよね。
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尾形　例えば，さっきのカンファレンスみたいな
ところでコメンテーターとして呼ぶとか，いろい
ろなやり方があるのではないでしょうか。
阿部　そうですね，コメントはできる。
栃本　顕教密教をそのまま社会保障研究で1つの
論文というのは難しいので，むしろ座談会とかカ
ンファレンスの場合は可能なわけです。
阿部　本当にいろいろなアイディアが出て私も
びっくりしています。少しでも前進させていきた
いと思います。今日は本当に長い間，どうもあり
がとうございました。
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